
 

 

１４．従業員の過不足状況（新規項目） 

 

① 従業員の不足状況 

 

従業員の過不足状況については、全産業で「職種・部門によって不足している」が４２．

９％と最も多く、「全体的に不足している」１４．７％を加えると５７．６％と半数を超

える結果になっている。 

なお、「適正である」と回答した事業所は、３５．２％、「職種部門によって過剰であ

る」５．９％、「全体的に過剰である」１．３％となっている。 

また、業種別でみると「職種部門によって不足している」と「全体的に不足している」

が最も多いのは「運輸業」で８５．７％となっている 

 

第 27図表 従業員の過不足状況 
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② 従業員が不足している職種・部門 

 

「職種・部門によって不足している」と「全体的に不足している」とする２６９社にお

いて、従業員が不足している職種・部門については、全産業において、「現場・生産」が

５６．１％で第１位、次いで「営業」が２９．４％、「生産管理・生産技術」２３・０％

の順になっている。 

 

 

第 28図表 従業員が不足している職種・部門（上位３位：業種別） 
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③ 従業員の不足理由 

 

従業員の不足の理由については、全産業で「求める人材が来ない」が５６．３％と最も

多く、次いで、「新規採用が困難になった」３２．６％、「若手従業員が定着しない」３

０．４％の順となっている。 

 

第 29 図表 従業員の不足理由（複数回答） 
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④ 従業員不足への対応策 

 

従業員不足への対応策については、全産業で「経験者の中途採用」が６６．１％と最も

多く、次いで、「新規学卒者の採用」３９．１％の順となっている。 

 

第 30 図表 従業員不足への対応策（複数回答） 
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